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 研究要旨：難病疫学班が作成した調査マニュアルにしたがって、潰瘍性大腸炎、クローン病の全国疫

学調査・一次調査の計画、実施した。本調査は難病疫学班と合同の実施であり、病院規模・診療科別に

層別無作為抽出標本に対し 2015年 12月 25日より郵送調査を開始した。調査対象診療科 3,741に対し、 

2016 年 1 月 25 日現在、1298 診療科から回答が得られた(回収率：34.7％)。今後は 2月に再依頼(督促)

を実施後、最終集計を実施する予定である。 
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A. 研究目的 

潰瘍性大腸炎およびクローン病の全国疫学調

査については 1992年の実施を最後に 20年以上実

施されていない。本年度、潰瘍性大腸炎およびク

ローン病の有病者数の男女別推計を目的とした

全国疫学調査を計画・開始したので、その計画の

概要および途中経過について報告する。 

 

B. 研究方法 

本調査研究を遂行するにあたり、厚生労働科学

研究費補助金（難治性疾患等政策研究事業（難治

性疾患政策研究事業））難治性疾患の継続的な疫

学データの収集・解析に関する研究（H26-難治等

(難)-一般-089 ） (研究代表者：中村好一 (自治

医科大学公衆衛生学)) (以下、難病疫学班)と共

同で調査を実施することとした。本調査の計画・

実施に際しては、難病疫学班が作成した調査マニ

ュアル「難病の患者数と臨床疫学像把握のための

全国疫学調査マニュアル第２版」の中の一次調査

の方法に準拠することとした。 

有病者数推計の対象期間は 2015 年 1月 1日～

12 月 31 日（過去１年間）である。調査対象とな

る診療科については、臨床班の分担研究者 3人を

交えた議論の結果、内科、外科、小児科、小児外

科の 4科とした。この 4診療科を対象に全国病院

を病床規模別に層化無作為抽出した標本を設計

した。層化無作為抽出の層は大学医学部附属病院、

一般病院別に 500 床以上、400 床台、300 床台、

200 床台、100 床台、99 床以下、特別階層病院（と

くに患者が集中すると考えられる特別な病院）の

8層とし、各層からランダムに対象診療科を抽出

することとした。なお特別階層病院については、

上記臨床班の分担研究者、研究協力者が所属する

病院(一部診療所)とした。表1に各層の抽出率を、



表 2に対象となった診療

 

表 1 層別無作為抽出に用いた病院層と各層にお
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